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【事例５．２－２：活断層の未成熟な地域における横ずれ型地震の評価事例】 

 1943 年鳥取地震（M7.2）の震源域を対象に，活断層の未成熟な地域における横ずれ型

地震の震源断層評価を行った。平野を挟んで両側にほぼ同走向の活断層が認められるが，

変動地形の明瞭度など多くの点で両者に差異が認められるため，平野を挟んで震源上端深

さの異なる二つの活動セグメントから成ると推定した。 

 
 

 
土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例５．２－３：海陸境界部における逆断層型地震の評価事例】 

 2004年留萌支庁南部の地震（M6.1）の震源域を対象に，海陸境界部における逆断層型

地震の震源断層評価を行った。沿岸部の非対称な褶曲構造（撓曲構造）を海陸で一体的に

捉え，その前翼部で中位段丘面を切る活断層を副次的な逆向き低崖として評価した。震源

断層の長さは，この逆向き低崖及び撓曲構造の長さから推定でき，前翼部の張り出しを解

析的に再現しうるモデルとして，低角で地表に達しない逆断層が想定できるとした。 

 

 

 

 
 

土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例５．２－４：地震調査研究推進本部のレシピ】 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2009）の震源断層を特定した地震の強震動予測

手法（「レシピ」）では，震源断層モデルの傾斜として以下を示している。 

 反射法探査結果など，断層の傾斜角を推定する資料がある場合にはそれを参照する。ま

た，周辺にある同じタイプの断層から傾斜角が推定できる場合にはそれらを参照する。そ

れらの資料が得られない場合は，断層のタイプ（ずれの方向）により次に示す傾斜角を基

本とする。 

 

① 逆断層：45° 

② 正断層：45° 

③ 横ずれ断層：90° 

 

 ただし，周辺の地質構造，特に活断層の分布を考慮し，対象断層とその周辺の地質構造

との関係が説明できるように留意する。また，「長期評価」により，「低角」又は「高角」

とある場合には，上記の点に留意して，それぞれ 0°～30°，60°～90°の範囲内で設定

する。 

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/09_yosokuchizu/g_furoku3.pdfhttp:/www.jishin.go.jp/main/chousa/09_yosokuchizu/g_furoku3.pdf�
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【事例５．２－５：断層の傾斜角の検討事例】 

 近接する白木－丹生
に ゅ う

断層とＣ断層の傾斜角について，断面図による活断層分布の検討か

ら，周辺の地質構造が形成されるように，その活動を妨げないよう活断層分布を考慮した

結果，白木－丹生断層及びＣ断層は概ね 60°程度の高角度傾斜が適切であるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-8.pdf 

 

断面図による活断層分布の検討（断面位置図）

0 10km

a a’

b b’

c c’

白木－丹生断層、Ｃ断層と東側のウツロギ峠北方－池河内断層等との関連から断層傾斜角を模式断面図上で示す

【a－a’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）

【b－b’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-8.pdf 

【c－c’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）

18 km

EEWW
約 4.6 km

4 km

地
震
発
生
層

Ｃ断層

白
木

－
丹

生
断

層

約 8.7 km

ウ
ツ
ロ
ギ
峠
北
方
‐池
河
内
断
層
（傾
斜
角

の
場
合
）

90°

ウ
ツ
ロ
ギ
峠
北
方
‐池
河
内
断
層
（傾
斜
角

の
場
合
）

90°

Ｃ断層

白
木

－
丹

生
断

層

ウ
ツ

ロ
ギ

峠
北

方
‐池

河
内

断
層

（傾
斜

角

の
場

合
）

70°

ウ
ツ

ロ
ギ

峠
北

方
‐池

河
内

断
層

（傾
斜

角

の
場

合
）

70°

85~65 °70~55 °c-c’

85~65 °80~60 °b-b’

85~65 °75~60°a-a’

白木－丹生

断層
Ｃ断層断面線

85~65 °70~55 °c-c’

85~65 °80~60 °b-b’

85~65 °75~60°a-a’

白木－丹生

断層
Ｃ断層断面線

断面図による活断層分布の検討

Ｃ断層については、長さが長くなる
北東部～南部の系列で代表させている。

傾斜角範囲一覧
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白木－丹生断層、Ｃ断層と東側のウツロギ峠北方－池河内断層等との関連から断層傾斜角を模式断面図上で示す

⑦ 白木－丹生断層、⑧ C断層傾斜角のまとめ

【地震調査研究推進本部における傾斜角の設定】

・周辺の地質構造、特に活断層の分布を考慮し、
その周辺の地質構造が説明できるように留意し、
「低角」の場合は 0°～30°、
「高角」の場合は60°～90°の範囲内で設定。

断面図による検討から、周
辺の地質構造が形成される
ように、その活動を妨げない
よう活断層分布を考慮した
結果、白木－丹生断層およ
びＣ断層は概ね60°程度の

高角度傾斜が適切である。

白木－丹生断層およびＣ断層は不確かさも考慮したうえで、
高角逆断層で60°傾斜として設定する。

ただし、Ｃ断層については、55°のケースも不確かさとした検討を実施する。
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【事例５．２－６：アスペリティ配置の検討事例】 

 右横ずれの卓越する長大活断層のアスペリティ配置に際し，ジョグ以外の区間で地表の

右横ずれ単位変位量の大きいところにアスペリティを配置している。 
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されているためアス
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ Ａサブグループ（第28回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/028/28-3.pdf 
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【事例５．２－７：震源断層評価に関わる余震分布と地震波速度構造の評価事例】 

 2004年新潟県中越地震と2007年新潟県中越沖地震の稠密余震観測データを統合して，

高分解能の地震波トモグラフィー解析を実施した。余震分布の上盤側に見られる厚い低速

度領域を日本海拡大時の地殻の引き延ばしによって形成されたリフト堆積物，一方，Vp

が 5.7km/s以上の高速度領域を30Ma以前の基盤岩と解釈している。基盤岩上面（白実

線）は階段状にその中央部で最も深くなっており（DCT），余震の並び，基盤岩上面形状，

基盤岩内部の速度変化から基盤岩内の傾動ブロック境界（白点線）が推定される。余震分

布は，DCTより東側では約60度の西傾斜，西側では約35度の東傾斜でブロック境界に一

致して並ぶことから，ブロック境界が現在の圧縮場で逆断層として再活動したと評価して

いる。今後は，まだ地震の起こっていないブロック境界が震源断層になりうると指摘して

いる。 

 

 
 

 
 

中越地震震源域から中越沖地震震源域にわたる地震波速度（P波）の広域・深部構造 

（Kato, A.et al. 2009）

http://www.agu.org/pubs/crossref/2009/2008GL036450.shtml�
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６．調査の信頼性及び調査結果の表示様式 

 

 本節は，原子力安全委員会「耐震設計審査指針」，「安全審査手引き」等の要求事項を

踏まえた調査結果の記載方法，調査計画へのフィードバックの考え方について示す。 

 安全審査手引きでは，調査の信頼性に関して，（1）調査の実施機関・体制が十分な能

力・信頼性を有していること，（2）調査手法については，技術の進歩を踏まえ適切に選

択されていること，（3）調査の原資料については，目的に応じた十分な精度，信頼性を

有していることが求められている。図表等の資料作成に当たっては，これら要求事項に

対して十分説明できるようにしなければならない。 

 調査の結果，得られた成果について詳細に検討を行い，必要に応じて，調査の計画か

ら再度検討を行う。また，調査の過程において新知見等が得られた場合には，再評価の

必要性について検討を行う。 

 敷地周辺調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 敷地から少なくとも半径 30km 範囲の原縮尺 1/20 万以上の活断層の疑いのある地形

の分布図 

② 敷地から少なくとも半径30km範囲の原縮尺1/20万以上の地質図 

③ その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地から半径 30km の範囲を超えて敷地に影響を与えることが予想される活断層

が存在する場合には，該当活断層に関する資料を含む。 

 敷地近傍調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 敷地から少なくとも半径 5km範囲の原縮尺 1/25,000 以上の活断層の疑いのある地形

の分布図 

② 敷地から少なくとも半径5km範囲の原縮尺1/25,000以上の地質図 

③ その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地近傍調査の結果は敷地周辺調査と整合的であること。 

 敷地内調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 炉心予定位置から少なくとも半径1km範囲の原縮尺1/5,000以上の地質図 

② その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地内調査の結果は敷地近傍調査と整合的であること。 

 海域調査結果は次の図に表示する。 

 

① 発震点等の視認性が高い測線図 

② 調査で得られた全ての反射断面図及び解釈断面図 

③ 地質層序区分根拠（試錐データ等及び展開した測線の解釈断面図） 

④ 各層の等深線図，層厚分布図 

 

 

 

http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/si004.pdf�
http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/101220_1.pdf�
http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/101220_1.pdf�
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〔解説〕 

 調査結果については，各種資料が十分な精度と信頼性を有していることを示す必要があ

る。 

 変動地形学的調査結果については，判読した地形要素を明示するとともに，地形面の変

形・傾斜方向，比高についても必要に応じて記載すると分かりやすい。 

 地質図の作成に当たっては，JIS A 0204（日本規格協会，2008a），JIS A 0205（日本規

格協会，2008b），JIS A 0206（日本規格協会，2008c）等が参考となる。 

 海域調査結果については，測線図や反射断面図は大きくて視認性のよい図面での確認が

必要となる場合がある。特に断層の後期更新世以降における活動性を評価する際の判断に

は，大きなサイズの図面を用意するとよい。更に，当該測線と交差する測線がある場合に

は，交差位置を反射断面図及び解釈断面図に記載するとよい。 

 断層の端部や傾斜角は，地震の規模を設定する基本的な情報であり，その認定根拠を示

す必要がある。端部や傾斜角を認定するために実施した調査については，各地点で得られ

たデータの断層帯全体における位置づけを整理し，調査地点の代表性・妥当性を説明でき

るようにする。 
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７．プレート間地震に関する調査 

 

 プレート間地震は，活動間隔が数百年以内のものが多く，歴史記録から地震規模や震

源領域を推定することが可能である場合が多いため，歴史記録等を検討する必要があ

る。また，歴史記録が存在しない場合でも，古地震学的調査，考古学的調査，敷地周辺

の海成段丘の分布や津波堆積物等の資料を検討する。 

 プレート間地震の評価においては，隣り合う震源領域が連動して，より規模の大きな

地震を引き起こすことがあるため，震源領域の最大規模の連動を適切に設定する。 

 

 

〔解説〕 

 プレート間地震の位置，形状，単位変位量，活動間隔を設定する際には，海底地質構造

並びに海底の変動地形学的証拠，海岸の隆起・沈降等の変動地形学的証拠，重力異常・地

震波速度構造・微小地震分布・発震機構解分布・地震時及び地震間の地殻変動等の地球物

理学的データを十分に考慮して設定する。また，想定すべき最大規模の連動は，地震や津

波の観測記録及び歴史記録，津波堆積物等の地質学的証拠等に基づいて設定する。 

 プレート間地震では海底に分岐断層が露出する場合が知られていることから，海底地形

図や弾性波探査記録を用いて，分岐断層の分布と形状についても検討する必要がある【事

例７－１，２】。 

 津波堆積物によるプレート間地震の推定については，北海道東部の太平洋岸における津

波堆積物からの千島海溝の地震の例（佐竹他，2004）や，東北地方石巻平野や仙台平野に

おける津波堆積物からの日本海溝の地震の例（行谷他，2010）等がある。 

 プレート間地震の設定については，中央防災会議や地震調査研究推進本部地震調査委員

会で議論されており，参考となるので，それらの動向を注視する必要がある。 

 

http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/seika/h15seika/pdf/17_29satake.pdf�
http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/seika/h21seika/pdf/namegaya.pdf�
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〔事例〕 

【事例７－１：プレート間地震に分岐断層を付加して評価した事例１】 

 御前崎段丘の隆起・傾動について，内陸地殻内の分岐断層の活動を伴ったプレート間地

震に起因するとして，内陸地殻内に「御前崎海脚東部の断層帯」を想定している。 

 また，完新世段丘の高度から推定される局所的な地殻変動について，プレート間地震と

御前崎海脚東部の断層帯の活動によって説明している。 

 完新世段丘の旧海面高度についてはハイドロアイソスタシーの影響，地層の形成年代に

ついては海生生物のリザーバ―効果の影響について検討を加えている。 

 完新世段丘の隆起速度については，プレート間地震及び付随する分岐断層の活動間隔に

ついて，不確かさを考慮し複数のパターンを想定し，安全側の評価を行っている。 

 

敷地周辺海域の主要な活断層と中央防災会議における想定東海地震のモデル 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第39回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/039/39-2.pdf 
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完新世段丘の隆起に関する調査結果 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第38回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/038/38-5-2.pdf 

 

海水面高度変化を踏まえた隆起速度の補正 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第46回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/046/46-4.pdf（一部加筆） 

○Ｃ 日本第四紀学会
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ハイドロアイソスタシーを考慮した隆起速度の補正について 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第48回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/048/48-2.pdf 

 

地形変形シミュレーションの結果 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第48回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/048/48-2.pdf 
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【事例７－２：プレート間地震に分岐断層を付加して評価した事例２】 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（1998，2010）では，富士川河口断層帯の地震時

の変位量が 7m程度あるいはそれ以上であると推定されることや，海溝型地震と連動して

同時に活動すると推定していることなどから，同断層帯をプレート間地震と関連させて，

断層モデルを用いた手法による地震動評価を実施している。具体的には，プレート間地震

の震源の不確かさとして，想定東海・東南海・南海地震（中央防災会議（2003）による地

震規模：Mw8.7）に富士川河口断層帯を付加したケースを設定している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第1回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g71012a10j.pdf 

 

 

 

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/katsudansou_pdf/43_fujikawa.pdf�
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/katsudansou_pdf/43_fujikawa_2.pdf�
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/nankai/16/index.html�
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 〃 高尾  誠 東京電力㈱ 

 〃 高橋 成実 （独)海洋研究開発機構 

 〃 佃  榮吉 （独)産業技術総合研究所 

 〃 伝法谷宣洋 電源開発㈱ 

 〃 仲村 治朗 中部電力㈱ 

 〃 原口 和靖 関西電力㈱ 

 〃 平松 良浩 金沢大学 

 〃 藤田 亮一 九州電力㈱ 

 〃 三和  公 東北電力㈱ 

 〃 藪  正樹 北海道電力㈱ 

 

幹事長 仲田 洋文 中部電力㈱ 

幹 事 青柳 恭平 ㈶電力中央研究所 

 〃 上田 圭一 ㈶電力中央研究所 

 〃 佐々木俊法 ㈶電力中央研究所 

 〃 高橋 明久 ㈱地球科学総合研究所 

 〃 田中 竹延 ㈱阪神コンサルタンツ 

 〃 長谷川 治 ㈱ダイヤコンサルタント 

 〃 久松 弘二 中部電力㈱ 

 〃 溝口 一生 ㈶電力中央研究所 

 〃 宮腰 勝義 ㈱セレス 

 

旧委員 黒岡 浩平 中国電力㈱ 

 〃 橋本 修一 東北電力㈱ 

 〃 堀江 正人 関西電力㈱ 
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調査チームリーダー 三和  公 東北電力㈱ 

  メンバー 小田 満広 北陸電力㈱ 

   〃 小野寺正典 日本原燃㈱ 

   〃 齋藤 寿秋 北海道電力㈱ 

   〃 土山 滋郎 東京電力㈱ 

   〃 浜田 昌明 北陸電力㈱ 

 

評価チームリーダー 伝法谷宣洋 電源開発㈱ 

  メンバー 天野  格 電源開発㈱ 

   〃 大野 裕記 四国電力㈱ 

   〃 香月  理 九州電力㈱ 

   〃 坂上 武晴 日本原子力発電㈱ 

   〃 重光 泰宗 関西電力㈱ 

   〃 西坂 直樹 四国電力㈱ 

   〃 家島 大輔 中国電力㈱ 

   〃 藤田 亮一 九州電力㈱ 

 

調査・評価兼務 青柳 恭平 ㈶電力中央研究所 

   〃 上田 圭一 ㈶電力中央研究所 

   〃 川崎 慎治 ㈱地球科学総合研究所 

   〃 佐々木俊法 ㈶電力中央研究所 

   〃 田中 竹延 ㈱阪神コンサルタンツ 

   〃 仲田 洋文 中部電力㈱ 

   〃 長谷川 治 ㈱ダイヤコンサルタント 

   〃 久松 弘二 中部電力㈱ 

   〃 溝口 一生 ㈶電力中央研究所 

   〃 宮腰 勝義 ㈱セレス 

 

 旧メンバー 奥村  洋 北陸電力㈱ 

   〃 広兼 修治 中国電力㈱ 

   〃 福本 彦吉 関西電力㈱ 

 

 




